
裁判官大橋正春の反対意見は，次のとおりである。 

私は，多数意見と異なり，被上告人は上告人との間に血縁上の父子関係が存在し 

ないことを理由として認知の無効を主張することができないと考えるものであり， 

その理由は以下のとおりである。 

被上告人は上告人が自らの実子でないことを認識した上で自由な意思によって本 

件認知を行ったもので，本件は，不実であることを認識した上で自由な意思により 

認知をした父が反対の事実を主張して認知無効の主張をすることができるか否かが 

争点となっている事案であり，民法７８５条及び７８６条の解釈が問題となる。ま 

た，子その他の利害関係人が反対の事実を主張して認知の無効を主張できることは 

当然の前提となっているのであるから，本件で問われているのは，子その他の利害 

関係人のいずれもが認知の効力を争わない状況の中で，不実の認知をした父に血縁 

上の父子関係が存在しないことを理由に認知の無効を主張することを許すか否かと 

いう限定された問題ということになる。 

大審院大正１０年（オ）第８５７号同１１年３月２７日判決・民集１巻１３７頁 

は，傍論としてではあるが，民法７８５条及び７８６条と同一の内容を規定する昭 

和２２年法律第２２２号による改正前の民法８３３条及び８３４条について，「民 

法８３３条は認知を為したる父又は母は其の認知を取消すことを得ずと規定し認知 

を為したる父又は母は任意に其の認知を取消すことを得ざると同時に認知が真実に 

反するの事由を以ても亦之を取消すことを得ざるものと為したり。従て同条は認知 

を為したる父又は母に其の認知が真実に反する事由を以て其の無効なることを主張 

することを許さざる趣旨なりと解するを得べし（片仮名を平仮名にし，原則として 

常用漢字表の字体とした）」と判示している（同趣旨を述べるものとして，大審院 

昭和１１年（オ）第２７０２号同１２年４月１２日判決・大審院判決全集４輯８号 

１６頁）。民法７８６条が認知に対して反対の事実を主張することができる者を子 

その他の利害関係人に限っていること，その反対解釈として認知をした父は反対の 

事実を主張することができないこと，したがって，同法７８５条は認知した父は認 

知が事実に反することを理由にその無効を主張することを許さない趣旨を定めたも 

のであるとの上記大審院判決の解釈は，文理的にも無理のないものである。民法７ 

８６条が反対の事実を主張できる者として父を挙げていない理由として，認知者自 

身が認知の無効を主張することが想定されていなかったにすぎないといわれること 



があるが，同法７８５条が認知をした父自身が認知の効力を否定することがあるこ 

とを前提にした規定であることを考えれば，立法者がこれを想定しなかったとは考 

え難く，同法７８６条が父を除いているのは立法者の明確な意思を示すものと理解 

すべきである。また，認知した父に反対の事実の主張を認めないことにより，安易 

な，あるいは気まぐれによる認知を防止し，また認知者の意思によって認知された 

子の身分関係が不安定となることを防止するとの立法理由には十分な合理性があ 

る。 

私は，法律の解釈は常に文理解釈によるべきであるとの立場をとるものではない 

が，条文の文言から大きく離れた解釈を採る場合には，これを正当化する十分な実 

質的な根拠が必要であると考える。 

これを本問題についてみると，認知した父にも反対の事実を主張して認知の無効 

の主張をすることを認めるべきであるとする論者が根拠として述べる「最も利害関 

係の深い認知者にも認めるべきである」ということは十分な実質的根拠となり得な 

い。ここで問題になっているのは認知者の意向によって被認知者の地位を不安定に 

することを許してよいかということであり，この点では認知した父は子その他の利 

害関係人とは全く異なる立場に立つのであるから，他の利害関係人に認められるか 

ら当然に認知した父にも認めるべきであるということにはならない。また認知した 

父による認知の無効の主張を認めないとしても子が認知の無効の主張をすることは 

妨げられないのであるから，子に対して血縁関係のない父子関係をその不利益に強 

制することにはならない。本件では，上告人は被上告人の認知によって平成１７年 

１２月▲日に日本国籍を取得して以来今日まで長年にわたり日本人としての生活を 

送ってきたもので，被上告人の請求が認められる場合には日本国籍を失いフィリピ 

ンに強制送還されるおそれがあり，上告人の地位が被上告人の意思によって不安定 

なものとなることは明らかである。民法７８５条及び７８６条はこうした事態を避 

けるために，認知した父に反対の事実を主張して認知の無効の主張をすることを許 

さない旨定めたものであると解すべきである。 

認知した父は反対の事実を主張して認知の無効の主張をすることができないと解 

することに対しては，血縁上の父子関係が存しないにもかかわらず，それが法律上 

の父子関係として存続することを容認することになるが，法律上の父子関係は，血 

縁上の父子関係を基礎とするものではあるものの，民法上，血縁上の父子関係が存 



しなければ法律上の父子関係も存し得ないものとはされていないこと，あるいは血 

縁上の父子関係が存すれば必ず法律上の父子関係が存することになるものともされ 

ていないことは，嫡出否認制度や認知制度などに照らしても明らかであり，このよ 

うな点からみても，上記のように解し，その結果として血縁上の父子関係の存しな 

い法律上の父子関係の存在を容認することになったとしても直ちに不合理であると 

はいえない（注）。 

むしろ，認知した父に反対の事実を主張して認知の無効の主張をすることを許さな

いことに合理性があることは前述したとおりである。 

（注）多数意見も権利濫用の法理などにより認知した父による認知の無効の主 

張が制限されることがあることを認めているが，この場合には，血縁上の 

父子関係が存しない法律上の父子関係の存在が容認されることになる。 

よって，被上告人は自らした認知の無効を主張できるとした原審の判断には，判 

決に影響を及ぼすことが明らかな法令の違反があり，原判決は破棄を免れない。 


